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I　はじめに

1　研究の背景と目的

本研究は韓国の｢農村マウル総合開発事業｣を行った

七甲山圏域の内,天庄里集落(-アルプスマウル)を対

象に以下のような研究課題を設定して研究を進めた｡

①本研究では,農村マウル総合開発の実施後,むらづ

くりを継続して行うための推進主体である｢アルプスマ

ウル運営委員会(-運営委員会)｣と集落内外の人･団体

(-主体)との協力･支援の実態を把握し,むらづくり

の活動を継続して行う時,運営委員会の能力で賄ってい

る部分と,そうではない部分,すなわち,集落内外の主

体の力を活用している部分を明らかにするC

②次に,協力･支援をいただきながら,運営委員会が

集落内外の主体の力を活用している部分に該当する能力

を身に着けることが出来たかどうかを明らかにする｡

筆者がこのような研究課題を設定した理由は次の通り

であるo　韓国の農村地域は人口減少と高齢化が進んでい

る状況の中で,農村を活性化するために様々な農村開発

事業が行われてきており, 2003年に農村開発政策におい

てパラダイムの変化があったo　その変化の一つは住民能
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力の強化と様々な主体間の連携による推進体制を構築す

る｢ソフト型事業｣が導入されたことである｡これを適

用した代表的な事業に農村マウル総合開発事業がある｡

人口減少と高齢化が深刻な状況の中で住民の能力を向上

させながら,推進体制を構築していくのは大変難しいこ

とであるo　これを乗り越えてむらづくりを継続して行う

ためには,推進主体の能力を直接高めることも必要であ

るが,一方,集落内外の主体の力を活用することと,逮

携を通じて推進主体がその能力を身に着けていくことが

必要であると考えた｡これを検証するために上記のよう

な研究課題を設定した｡

2　研究の方法

まず,むらづくりを継続するために運営委員会と集落

内外の主体が連携してきた実態を明らかにした｡これを

企画段階(①活動の開発と策定, ②活動実施のための予

算確保)と実施･運営段階(③そのための人力確保, ④

そのための技術･ノウ-ウの確保)に分けて分析し,運

営委員会が自らの力で賄っている部分と集落内外の主体

の力を活用している部分を明らかにしたo

上記の分析に必要な運営委員会の活動実態を把握する

ために,天庄里を対象に1次現地調査rll) (2012.ll.24

-28)と2次現地調査(2013.2.6-25)を行った｡ 1次

現地調査期間は氷祭りの準備期間, 2次現地調査期間は

氷祭りの実施期間中である｡筆者はそこにボランティア

として参加しながら,上の調査内容に関わる部分を参

与･観察した｡また運営委員長と参加住民にヒアリング

調査を行って関連情報を収集した｡

3　研究の位置づけ

集落内外の主体に関しては山崎')による生活の視点か

らの｢農村共生人口｣という定義があるが,本研究はむ

らづくり活動の継続と住民能力の向上という視点から,
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推進主体と集落内外の主体を捉えているC

日本では多様な主体の連携から農村の生活環境の維持,

集落の活性化などに関する研究が行われてきた｡韓国で

は日本のような多様な主体の連携に着目した研究が｢地

域革新ネットワーク構築｣というキーワードで行われて

きた｡韓国では住民参加を重視する農村開発政策が2003

年に本格的に導入されてから,関連主体の間のネットワ

ークを形成することが課題になってきた｡地域社会の能

力および地域住民の能力をいかに結集するかによって事

業が成功できるという考え方が地域革新ネットワーク構

築の背景にある｡地域革新ネットワークに関する韓国の

研究は｢農山村地域革新基盤構築2)｣, ｢農村地域革新事

例:i-｣など主に政策研究が行われてきた0　-方,住民の

能力に関する研究は｢地域リーダー育成4)｣, ｢農村住民

能力の体系分析と集落共同体活性化方案5)｣がある｡本

研究のようにむらづくり活動の継続と住民能力の向上と

いう視点から推進主体と集落内外の主体との連携を捉え

ている研究の蓄積は少ない現況である｡

4　対象地域の概要と選定

(1)天庄里の概要

天庄里は忠清南遺,青陽郡,定山面にあるo　青陽郡は

過疎地域である｡青陽郡は忠清南道の中心の山間地域に

ある｡大庄里は七甲山の入り口に立地している農村であ

るD　公州市(人口約11万人)まで約30km,大田広域市

(人口約150万)まで約65km,首都ソウルまで約160km

の距離にある,

現在,天庄里の世帯数は39戸である｡農村マウル総合

開発事業を行う直前･2003年の天庄里の世帯数は37戸

である｡人口･世帯数が最も多かった時は1970年代で,

世帯数は約50戸,人口は約317人であったD一世帯当り

の家族構成員の数は約6-7人であった｡天庄里では名字

が黄(フアン)である世帯が17戸あり,昔から黄氏が暮

らしてきた集落である｡天庄里では黄氏の宗親会(同族

の社会組織)がある｡

山方,最近10年の間に5世帯が転入した｡その内3

世帯は天庄里の出身である｡2004･2005年に1世帯,2007

に2世帯, 2010･2011年に1世帯が転入した｡農村マウ

ル総合開発事業の完了後2世帯が増加した｡天庄里には

将来Uターンを考えている集落出身者(韓国では郷友人

という)が3世帯ある｡その内1人(郷友人①)は運営

委員会の活動に参加している｡

大庄里では集落内に大洞会(-日本の町内会に該当,

39世帯),老人会(19人),婦人会(19人),青年会(7

人),郷友会(28人)がある｡郷友会の半分は集落の人,

残りは郷友人であるr,このような既存組織以外に農村マ
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ウル総合開発事業を受けて　2009年発足したアルプスマ

ウル運営委員会がある(図1)｡

大洞会の代表は集落の里長であり,集落の行事(大洞

会(総会),山神祭など)を担っている伝統的組織である｡

行政里としての里長は外部に対する集落の代表者である｡

運営委員会の代表は運営委員長である｡行政里と運営委

員会は別々の組織であるが,構成員は集落住民と同じで

ある｡大綱会は集落住民が全員構成員になるが,運営委

員会は各世帯の代表1人が会員になっている｡

(2)対象地域の選定

農村マウル総合開発事業は2004年4月に24の圏域で

始めて行われた｡天庄里は周辺の4つの集落と連携し,

ヒ甲山圏域を設定して同事業を行った｡これは2009年

12月に完了した｡事業完了後の事業評価から七甲山圏域

は24の圏域の中で最優秀圏域に選ばれたo七甲山圏域の

集落の内, ｢アルプスマウルは集落に特別な資源が無いが,

住民が自ら氷祭りを開発して住民所得を高めた｣こと,

｢何よりも住民能力強化プログラムから地域住民の意識

が変わった｣こと, ｢これは今後農村のコミュニティ形成

に肯定的な作用をするだろう｣と評価委員から評価され

たo　これを踏まえて筆者がアルプスマウルを研究対象地

域に選定した理由は,アルプスマウルは住民の能力で賄

えない部分を集落内外の主体と連携･協力しながら活動

を行っているからであるo人口減少と高齢化が進む中で,

運営委員会が集落内外の主体と協力しながら継続してむ

らづくりを行う方法は韓国の他の過疎化農村にも目指す

ビジョンとして価値があると判断したからであるQ

H　アルプスマウルの活動の展開過程

1　農村マウル総合開発事業による都市農村交流基盤施

設の造成

2004年4月に農村マウル総合開発事業が始まった｡同

事業を推進する天庄里の推進主体は｢農村マウル総合開

発事業･天庄里推進委員会(-天庄里推進委員会) ｣で

ある｡天庄里は耕地の面積が少ないため農業から所得を

高めることは難しいと考え,都市農村交流の活動を通じ

て農業外所得を高めることを開発方針と定めた6)｡農村

マウル総合開発事業は第1段階事業(3年間)と第2段

階事業(2年間)に分けて推進される｡第1段階事業か

ら都市農村交流の基盤施設として都市農村交流センタ
ーウェルビーイング体験農園(-体験農園)が作られ

た｡第2段階事業から都市農村交流の基盤施設としてサ

ッカーグラウンド,生活環境施設として集落の憩いの場,

散策路,花の道,駐車場が作られた｡



2　都市農村交流施設の運営のための運営組織結成

第1段階事業から出来た都市農村交流基盤施設を管

理･運営するために,農村マウル総合開発事業の規定に

よって運営組織が作られた｡それは｢天庄里運営委員会

(営農組合法人) ｣である｡しかし組織体制は具体的に

定まっておらず,まだ推進委員会が管理の主体であった｡

その後,推進委員会は運営組織の発起に関する総会,郷

友人との会議,創立総会を経て,天庄里運営委員会の名

称を｢アルプスマウル運営委員会｣に変更し,やがて住

民による管理･運営体制が整えられた｡運営委員会の構

成員は出資をした出資会員である｡世帯当りに1人が代

表で出資しており,現在,集落の39世帯すべてが出資会

員である｡地域出身者4人と協力会社2社も出資会員で

ある｡運営委員会は,運営委員長,人事委員会,事務長,

総務,広報マーケテイングチーム,祭りチーム,農産物

販売チーム,都市農村交流センター管理チームから構成

される｡

3　都市農村交流活動の開始

運営委員会は2008年に集落の沢を利用して都市農村

交流活動を始めた｡ 2009年に都市民が夏に沢で遊べるよ

うに沢に床を作った｡ 2010年に沢沿いの道にひょうたん

を植えて緑が溢れる景観を提供した｡次に2009年に沢と

集落の空間を利用して氷祭りを, 2011年にひょうたんを

利用したひょうたん祭りを開発した｡ 2012年には天庄里

湖にある小規模の道の駅(韓国では休憩所という)の食

堂と特産物販売場(以下,特産物販売場)を青陽郡(自

治体)から借りて,地域の特産物と運営委員会が開発し

たひょうたん料理を販売している｡運営委員会は今まで

都市農村交流の活動を行って来たが,祭りを利用した都

市農村交流活動だけでは,継続して所得と雇用を維持･

高めることは難しいと判断している｡そこでひょうたん

を利用した機能性化粧品(産業)を開発して,これとひ

ょうたんを利用した景観(表1の写真3) ,文化体験を

融合した6次産業の開発を2012年から進めている｡

Ⅲ　運営委員会と集落内外の主体との協力･支援

の実態

1　活動内容の開発と策定

(1)運営委員会一住民の意見を反映するための取り組み

農村マウル総合開発事業の完了後,運営委員会は運営

委員長がリーダーになって活動を展開してきた｡活動は

主に運営委員会が構想したものである｡委員長は住民参

加を重視するむらづくり方式とは｢住民自ら資源･活動

を探すこと,仕事を能動的に見つけてすること｣と述べ

ている｡運営委員会が氷祭りとひょうたん祭りを企画し

た当時,すべての住民が賛成したわけではなかった｡事

業の成功を危倶する住民もいた｡しかし運営委員長はこ

れは成功の可能性があると考えており,住民を説得して

活動を進めてきた｡委員長によると,運営委員会の活動

は以前に行った経験が無く,新たに開発した活動を行っ

てきたため,それが成功するかどうかをリーダーが判断

しなければならないこととそれを住民に説得することが

最も大変なことであった｡このような過程の中で運営委

員会と住民との葛藤が発生せず,住民の意見を反映しな

がら円滑に活動を推進させるために,運営委員会は総会

で住民の意見を受け入れる仕組みとして,参加した人は

誰でも義務的に2分間自分の考え方を述べるという｢1

人2分発言制｣を作った｡

(2)外部主体(行政) -農村マウル総合開発事業の住民教

育プログラムにおける実践的効果不足の問題

農村マウル総合開発事業から圏域資源開発(2009年,

参加住民25人) ,集落資源発掘(2009年,参加住民21

人) ,農産物流通(2010年,参加住民22人) ,会計管

理(2010年,参加住民18人)という住民教育プログラ

ムが行われた｡運営委員長によると,圏域資源開発と集

落資源発掘は集落の資源を探して活用方案を作るところ

に目的があるが,教育内容は理論に留まっており,集落

の特性を生かした具体的な資源開発には至らなかった｡

2　活動実施のための予算確保

(1)外部主体(行政)一応募支援事業の活用

農村マウル総合開発事業の完了後,運営委員会は次の

ような支援事業に応募し,補助金(自己負担金必要)を

獲得して,継続して新たな活動を推進してきた｡マウル

企業支援事業(2010-2011)からはひょうたん祭りの施設

づくりと農村交流に必要な人力採用を行った｡これはひ

ょうたん祭りの開発と運営に繋がった｡次に,農漁村共

同体会社支援事業(2012)から,ひょうたん祭りのプログ

ラム,ひょうたんを利用した食品,アルプスマウルのキ

ャラクターCIの開発をした｡これはひょうたん祭りの活

性化に繋がった｡次に,予備社会的企業支援事業(2012-

2013)から集落の生活弱者10人を定期採用した｡これは

安定的な人力確保に繋がった｡

(2)内部主体(黄氏天庄里宗親会ト(旧)天庄初等学校の

購入金を支援

運営委員会は天庄里黄氏宗親会の資金で2011年に

(旧)天庄初等学校を購入した｡そこを6次産業活動の拠

点施設として活用しようとしている｡ (旧)天庄初等学校

を購入する当時に運営委員会はそれを購入可能な財政能

力を持っていなかった｡この頃は氷祭りとひょうたん祭
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表1　運営委員会と集落の内外の主体との協力･支援の実態
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人力 ��ｹ�ｩnYZｩnﾈ決､�,ﾉ�ﾉ|ﾘｦﾙ]ｲ�L.＼口石pR プログラムの結果,会計能力を持つ住民 唳uﾉOX��檠4舒仂h辷�馼ｼb�#��"ﾓ#��2��･祭りなど活動運営に地域住民を随時雇用 �,ﾉwｹ�ﾈ,ﾘ�x�,�*�,�+ﾖ��･地域創意アイデア事業(2013年1月申請中) 

確保 坪戊�8効醜檍,ﾈ��ｾ�/�ｨ駅��･活動に必要な予算計画と会計 -転入者(丑の能力を活用 ○集落内の組織の支援 ��ｹ�ｩnYZｩnﾈ,ﾉ�ﾉ|ﾘｦﾙ]ｲ�X7ﾘ6ﾈ5x8�986x,ﾉEﾉ|ﾘ,ﾈｦﾙ]ｲ�ﾘｻﾙti�ﾈt��7ﾘ6ﾈ5x8�986r�,ﾉEﾉ|ﾘ/�ｨ駅���ｹ�ｩnYZｩnﾈ決､�,ﾉ�ﾉ|ﾘｦﾙ]ｲ�

実 施 亰ｨ���6ﾘ4R�○試行錯誤から自ら学ぶ 

･ひょうたん育成方法 壷Wy�ﾈ橙ﾉ��ﾈ橙ﾉ�)D陞��

･自然を破壊しない氷噴水の開発など ��ｸ-�.X*H+ﾘ/�/�y駅�+X+ﾓh鵁蝌ｼh､ｩJﾒ�ﾘ-�.X*H+ﾘ/��h蝎�y�H,偖ｩj�*ｨ�����耳爾�?�?�ｨ��耳璽｣｣ﾘ耳耳璽�ﾒ簽ｨ耳耳爾ﾂﾒﾃｨ耳耳耳耳耳耳爾闔ｨ爾�･安定的な人力の確保,生活弱者10人定期雇用 

-予備社会的企業支援事業を活用 

藍説蔓を一望≡-:I �-I一本-1 

運 坪4R�ｦﾙ]ｲ�触一､1,_.. 坪����������ﾈ5(����������UDﾃ��○ひよブたんー利用した6次産業開発 ･化粧品関連技術提供一研究機関と連携 

営 凉>:■ ��･化粧品生産-化粧品生産企業と連携 ･化粧ロのマ-ケーイング 

写真1ひょうたん写真2氷噴水 乂ｸﾝｺJI�ﾉ[ﾈﾖ(����停粤｢簫�PP7~ -大学のマ-ケテイング研究所と連携 

トンネル 勍化粧品原材料の確保 

○ひょうたんを利用した6次産業開発 ･化粧品原材料(ひたうたんの中身)の確保の促 刪齟n域住民参加型ひょうたん生産組織を推進中 

進一ひょうたん生産組織に参加する住民にひよ 們ｩ��8-�.X*H+ﾘ/�/�y駅�+X+ﾒ�
うたんの苗を無料で提供することを検討中 偖yx霹豫�,8*ﾘ.��

tt th 1t A1　11　　tT bl 1 Th

*内容の頭のところにある○の印は効果があったことを表す0　-方, ×の印は効果が不十分であったことを表すo

りから利益が出たため,運営委員会と住民と天庄里黄氏

宗親会は継続して利益が得られる方向に活動を推進すべ

きと考えていた｡しかし,天庄里黄氏宗親会の資金支援

をいただいて, (旧)天庄初等学校を購入する際,天庄里

黄氏宗親会だけが事業を独占するのではないかという危

倶の声が住民から出たo　そこで,運営委員会は住民と黄

氏天庄里宗親会と多くの会議を行うとともに,その内容

を公表するという合意形成の過程を経てやがて(旧)天庄

初等学校が確保できた｡会議に参加した人は約30人であ

る｡その内半数は住民で,残りは集落の外で暮らしてい

る黄氏天庄里宗親会の人である｡

3　活動の実施･運営のための人力確保

(1)専門分野における人力確保

i )外部主体(行政)-農村マウル総合開発事業のリーダ

ー養成教育に対する住民評価

活動を行う上で必要な中心人力を養成する目的に農村

マウル総合開発事業のリーダー育成教育が実施された｡

天庄里でリーダー育成教育を受けた人は7人であるoリ

ーダー育成教育の内容は｢機械化営農｣, ｢農村民宿教育｣,

｢グリーンツーリズム経営大学課程｣了郷土資源開発およ

び差別化課程｣, ｢農村地域開発国内見学課程｣, ｢機能性

野菜営農課程｣, ｢環境に優しい米づくり課程｣, ｢伝統酒

づくり課程｣, ｢農相体験指導者課程｣, ｢農村体験観光解

説者課程｣, ｢農業政策課程｣などである｡

表2からリーダー育成教育に対する教育者の評価を見

ると,教育者①, ④, ⑤, ⑥, ⑦はリーダー教育は役立
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表2　リーダー養成教育に対する住民評価
Table 2 EvaluatlOn Ofresidents education by its educator

教育者 儷ﾘ幵�

① 亢�E�+x.���*�.yE��ｨｭi��,ﾈｻ8支,亊i�8*ｨ*�,�+ﾖ�ｸﾝﾘ7ﾘ4X8ｲ�の営農指導者であり,教育過程は役立ったo 

② 辻�

③ �8ｨ�ｸ5��ｹwｹ�ﾈ.��wh+�*｢ﾈ�j�8支*ｨ.h.因Iwh,X*�.愉<�,偖｢�
民和の形成のための教育プログラムが必要o 
事業を実施する前にリーダーの能力を養成して,事業を実施 
することが事業実現に役立つ○特に会計など専門性が必要な分 
野のリーダー育成が必要 

㊨ �7ﾘ4X8ｸ轌;��(暹/h,Rﾉ�(､X,ﾉE�bﾅ�D�ﾉ?ｩgｲﾉ(hﾙ�,ﾈ馼健�
を学び,アルプスマウ′レの活動を政界化するところに役立った 

⑤ �7ﾘ4X8ｸ轌;��(暹/h,伜���+X,Bﾉ�ﾈ,ﾉ&闔h,ﾈ駟k�+x,i&ﾘ.畏x*"�こなり,他の地位の情報が分かるようになった○ 

⑥ 凉ﾙ�4仆8支,iE��ｨ,ﾈﾋｸｻX,h,ﾈ4ﾘ886(7h/�ｫH+h+ﾖ��

⑦ 僞��ｨ7ﾘ4X8ｹ�ﾘﾘx､ｩJﾘ馼ｼh/��-�,H��邵+x.�+ﾘ-��ﾈ,ﾈ馼ｼh,ﾂ�
成功事例と失敗事例を学んだことは役立ったo 

資料出典:ヒアリング結果を基に筆者作成
教育者2の場合健康上の都合でヒアリング不可

ったという評価をしているo Lかし,教育者⑥は教育の

内容が理論的であり,現場で活用できる実践的な内容が

足りなかったと指摘している｡教育者③は会計など専門

知識が必要な部分におけるリーダーの育成が必要である

ことと,リーダー育成教育も必要だが和の形成のための

住民教育が活動を推進する上でなにより必要であると指

摘した｡一方,農村マウル総合開発事業の住民教育プロ

グラムに｢会計管理｣がある｡住民18人がそこに参加し

た｡ 3　日間教育を受けたが,会計能力を身に着ける人材

育成にはならなかった｡

ii)運営委員会一会計など専門分野における転入者(丑と

郷友人(丑の能力の活用

上記のように短期的なリーダー育成教育と住民教育プ

ログラムからは会計のような専門的人材を育成し,現場

で働くことは莫軽しい問題があったo　運営委員会はこのよ



うな問題を克服するために転入者①と郷友人①の力を活

用している｡転入者①は定年退職後2012年に都会から天

庄里にLTターンしてきた｡転入してからは運営委員会の

会員になった,現在,彼は運営委員会の監査の職を担い

ながら会計を担当している｡彼は会社で会計関係の仕事

をしていたため,会計に関する専門知識と経験を有して

いる｡天庄里ではこのような能力を持っている住民がい

ないため彼の能力を活用している｡

一方,活動を推進しながら住民の間に葛藤が生じた｡

原因の-つは会計の透明性などのお金に関わる問題であ

った｡ 2012年度年末総会では彼が一年間の活動を総括す

る会計報告書を作って住民に報告した,J　転入者①によっ

て会計がきちんとできたことは住民葛藤を防止する効果

があった｡それに加えて応募支援事業に応募する時には

活動別の収支予算書,利益確保計画書,現在までの活動

の売り上げなど会計に関わる書類を提出する必要がある｡

彼がその部分を担当することで運営委員長は事業企画に

専念できるようになったC

運営委員会は特産物販売場(道の駅)の運営には郷友人

①の力を活用している｡現在,特産物販売場は農産物販

売チームが運営している｡農産物販売チームの構成員は

定期雇用者10人の内5人であるoチーム長は郷友人①で

ある｡彼は定年退職をした60代の男性で,天庄里の出身

であるo　彼は一年の半分は天庄里で,残りは都市で暮ら

している｡彼は会社で専務の仕事をしていたためマネジ

メントの能力があるG　道の駅には多くの観光客が訪れる

ため,なによりもお客さんに適切なサービスを提供する

マネージャーが必要である｡委員長は郷友人①がその能

力を有していると判断し,彼の能力を活用している｡

(2)専門分野の以外,その他の分野における人力確保

i )行政の応募支援事業を活用した定期雇用

マウル企業支援事業(2010-2011)と予備社会的企業支

援事業(2012-2013)から集落の生活弱者10人を定期採用

した._　これは安定的な人力確保に繋がった｡

il)運営委員会による地域住民の随時雇用

住民の力で人手が足りない時には地域住民を随時に雇

用している｡ 2012年の第5回氷祭りでは約18万人が訪

れた｡氷祭りを円滑に進めるためには多くの人力が必要

である｡氷祭りの各プログラム(伝統ソリ,栗焼き体験な

ど)で住民が責任者になっており,追加人力が必要な場合

には地域住民(学生,高齢者など)を随時に雇用している｡

地域の高齢者と学生約30人が約1ケ月間雇用された｡

iii)天庄里の老人会などとの連携

都市農村交流センター管理チームは定期雇用者5人で

管理･運営しているC　調理師は地域住民で他の4人は集

落の女性である｡チーム長は婦人会の会長である,,祭り

などの時人力が足りない時は,婦人会会長が他の集落の

婦人会の会長にお願いして人力を確保する場合がある｡

老人会は氷祭りの時に牛が引くソリ,伝統氷ソリの運営

と体験農園の管理,藁工芸体験プログラムを担っている｡

青年会は集落に木を植える作業と草刈を担当している｡

4　活動の実施･運営のための技術･ノウハウの確保

(1)運営委員会自らの活動実施･運営のノウ-ウ獲得

運営委員会は以前はやった経験がない活動を行ってき

たため,試行錯誤をしながら活動の運営に必要な技術と

ノウハウを確保してきたo　ひょうたん祭りを行うために

はひょうたんの育成が何より大事であるo　ひょうたんの

育成に失敗してしまうとひょうたん祭りの実施は出来な

くなり所得も得られない｡例えば,ひょうたん祭りが行

われる8月に合わせて旺盛に成長する品種を発見した｡

またひょうたんが病気にかかりにくいひょうたんトンネ

ルの構造を発見した｡現在ひょうたん育成のノウ-ウを

持っている人は運営委員長(50代) ,運営委員会の50

代と30代の男性である｡一方,氷祭りに関しては,自然

を破壊しない氷噴水の作り方を開発した(表1の写真2)o

(2)ひょうたんを利用した6次産業の開発

ひょうたんを利用した機能性化粧品(産業)を開発す

るために次のような主体と連携している｡化粧品関連技

術開発は研究機関と,化粧品の生産は化粧品生産会社と,

マーケテイングは大学のマーケテイング研究所と連携し

ている｡化粧品の原材料(-ひょうたんの中身)を安定

的に供給するために地域住民と連携した地域住民参加型

生産組織づくりを推進しているo

IV　結論

以上,調査結果から明らかになった,運営委員会が自

らの能力で賄っている部分と集落内外の主体の能力を活

用している部分は以下の通りである｡

(1)活動内容の開発と策定の段階

運営委員会は自ら,活動を開発･発展してきた｡活動

開発においては農村マウル総合開発事業の住民教育プロ

グラムは有効ではなかった｡

(2)活動実施のための予算確保の段階

予算確保は行政の応募支援事業の獲得と黄氏天庄里宗

親会の支援を受けており,運営委員会がすべての活動に

対して自力で予算を確保して活動を継続･発展させるこ

とは難しい現況である｡

(3)活動の実施･運営のための人力確保の段階

行政の応募支援事業から補助金を確保して活動を行う

ために必要な人力を定期雇用をした｡また,必要な人力
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その能力を有している地域の人を探し,彼らとの協力し

て専門部分の能力を補うことができる方法の構築が必要

であることがアルプスマウルの調査結果から示唆された｡

謝辞:本研究にご協力いただいたアルプスマウル運営委

員会と天庄里住民の皆様にこの場を借りてお礼を申し上

げます｡

注

注1)アルプスマウルは農村計画学会の日･韓国際シン

ポジウムの見学先である(見学日:2012.ll.24)0
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を運営委員会の資金で随時雇用をしてきた｡その中で,

特に会計とマネジメントという専門分野の能力は転入者

①と郷友人①の力を活用していた｡農村マウル総合開発

事業のリーダー育成教育と住民教育は活動に必要な専門

分野の人力養成までには繋がらなかった｡

(4)活動の実施運営のための技術･ノウ-ウの確保の段階

運営委員会は外部に依存せず,自ら活動を開発すると

ともに,試行錯誤を通じて活動の実施･運営に関わる技

術･ノウ-ウを獲得してきた｡化粧品開発においては原

材料の生産は運営委員会と地域住民が賄っている｡化粧

品の技術開発,生産,マーケテイングは外部の関連団体

が賄っている｡

以上の調査結果から,活動の開発は運営委員会の能力

で賄っているが,専門能力の分野と予算確保は外集落内

外の主体の力を活用していることが分かった｡特に,運

営委員会は会計,マネジメントという専門の能力を転入

者①と郷友人①の能力を活用している｡アルプスマウル

はこのような能力を持つ人がいて恵まれているが,そう

ではない集落もある｡農村マウル総合開発事業の短期的

な会計教育プログラムを受けても住民がその能力を身に

つけることは出来なかった｡このような方法では現実的

に農村の住民が専門的部分の能力を習得することは難し

い｡

郷友人①と転入者①は60代の人であり,後継者の育成

が課題になっている｡転入者①が総務(40代の女性)に

会計のノウハウを教えているが,総務がそれを見につけ

ることは難しいのが現状であった｡郷友人①の後継者は

確保できておらず,運営委員会は新たに転入する人の能

力を活用することを考えている｡このように専門的分野

においてはその能力を持っている人と連携しながら,隻

落の住民がその能力を身に着けることは簡単ではない｡

住民の能力を直接に養成することも必要であるが,一方,

Summary : ln this paper, the goal to improve resident capacity lS invest】gated throughAssociate Alps village steerlng COmmittee

with people or groups inside and outside Cheon.tang-ril 1t is important to improve the abHity of the members ofAlps village steerlng

committee directly. But on the other hand･ it has been discovered that solvlng the problems would require Professional help for

depopulated rura】 vHlage community development byAssociate Main Progress Group, Just like Alpsvillage steerlng committee

with peop一e or group Inside and outslde.
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